 (
記載例
)被雇用者用



 (
下請業者が建退共を使用しない場合に
作成し、元請業者へ提出する。
)元請業者
商号又は名称　　株式会社　Ｄ建設
現場代理人　　　　　　　　　　　　様

建設業退職金共済制度非該当申出書

下請業者	住　　　　所
商号又は名称	　Ｂ工務店
代表者氏名　　　		　　　　　　　㊞


当社は、工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に下請業者として従事するに当たり、下記の理由により建設業退職金共済証紙の交付対象となりませんので届け出ます。

記


交付辞退理由
1． 自社に退職金制度（中小企業退職金共済制度等）がある。

2． 従業員が中小企業退職金共済事業の被保険者である。

3． 従業員がその他の退職金制度に加入している。
　　　　　　　　退職金制度名：　　　　　　　　　　　　　　　　

4． その他




被雇用者（個人事業主）用

 (
前頁と同様。
こちらは
個人事業主
（一人親方）用
)平成　　年　　月　　日

元請業者
商号又は名称
現場代理人　　　　　　　　　　　　様

[bookmark: _GoBack]建設業退職金共済制度非該当申出書

		住　　　　所
商号又は名称	　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞


私は、工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に従事するに当たり、下記の理由により建設業退職金共済証紙の交付対象となりませんので届け出ます。
記

非該当理由
１．その他の退職金制度に加入している。
　　　　退職金制度名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．その他

　　　

